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平成２５年度指定管理者制度運用の手引  

         

 

１ 指定管理者制度の概要 

 平成 15 年 6 月の地方自治法の改正（同年 9月 2日施行）により、公の施設の

管理について「指定管理者制度」が創設された（地方自治法第 244 条の 2）。 

 指定管理者制度とは、公の施設の管理運営を通じて政策目的を達成するため

の手法の一つと位置付けられ、その目的は「多様化する住民ニーズにより効果

的、効率的に対応するため、公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民

サービスの向上を図るとともに、経費の軽減等を図ること」であるとされてい

る（H15.7.17 総務省通知）。 

公の施設の管理受託者は公共団体、公共的団体及び市の出資する法人に限定

されていたが、民間事業者やＮＰＯ、その他の団体も含めて管理を代行するこ

とができるようになった（詳細 下表）。 

 
管理委託制度（改正前） 指定管理制度（改正後） 

管理運営の 

主体 

 【管理受託者】 

・公共団体、公共的団体、地

方自治体の出資法人等に限定 

・相手方を条例で規定 

 【指定管理者】 

・民間事業者を含む幅広い団体

（法人格は不要。除 個人） 

・議会の議決を経て指定 

権限と業務 

の範囲 

・施設の設置者である地方公

共団体との契約に基づき、具

体的な管理の事務又は業務の

執行を行う。 

・施設の管理権限及び責任は、

地方自治体が引き続き有す

る。 

（使用許可権限付与は不可） 

・施設の管理権限を指定管理者に

委任（含 使用許可権限） 

・地方自治体は、管理権限の行使

自体は行わず、設置者の責任を果

たす立場から、必要に応じて指示

等を行う（指示に従わない場合は

指定の取消し等を行うことがで

きる。）。 

条例で規定 

すべき事項 
・委託の条件、相手方等 

・指定の手続 

・指定管理者が行う管理の基準 

・業務の範囲  

  その他必要な事項 

法的性質 ・私法上の契約による委託 ・行政処分として管理者を指定 
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２ 公の施設とは 

住民の福祉を増進する目的をもって住民の利用に供するため、普通地方公共

団体が設置する施設（地方自治法第 244 条第 1項） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

※公の施設の５要件 

○住民の利用に供するためのもの○住民の利用に供するためのもの○住民の利用に供するためのもの○住民の利用に供するためのもの    

庁舎や試験研究機関等の本来的機能が住民の利用を予定しない施設は、公の

施設ではないと解釈されている。 

○「当該地方公共団体」の住民の利用に供するためのもの○「当該地方公共団体」の住民の利用に供するためのもの○「当該地方公共団体」の住民の利用に供するためのもの○「当該地方公共団体」の住民の利用に供するためのもの    

  物品陳列所等の当該地方公共団体の住民の利用に供しない施設は、公の施設

ではないと解釈されている。 

○住民の福祉を増進する○住民の福祉を増進する○住民の福祉を増進する○住民の福祉を増進する目的目的目的目的をもって設けるものをもって設けるものをもって設けるものをもって設けるもの    

留置場等の社会公共秩序を維持するために設けられる施設は、公の施設で

はないと解釈されている。 

○「地方公共団体」が設けるもの○「地方公共団体」が設けるもの○「地方公共団体」が設けるもの○「地方公共団体」が設けるもの    

地方公共団体以外の者が設置する施設は公の施設ではない。なお、この場合

の設置とは、必ずしも所有権を取得する必要はなく、賃借権、使用貸借権等に

よって施設を住民に利用させる権原を取得した場合においても、当該施設を公

の施設とすることができる。 
 ○「施設」であること○「施設」であること○「施設」であること○「施設」であること    

  物的施設を中心とする概念であり、人的サービスはその要素ではない。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

３ 指定管理者制度導入の目的 

公の施設に対する多様化する市民ニーズに応えるため、管理運営に民間団体

等の持つ技術やノウハウを活用しつつ、総合的な観点から施設の目的を最大限

に発揮できるような管理運営を行い「市民サービスの向上」と「経費の節減等

（効率的な活用）」を図ることを目的とし導入された。 

 

４ 指定管理者制度の評価と再指定の在り方 

新居浜市では平成 16 年度にくすのき園、平成 18 年度から総合福祉センター

等の 36 施設、平成 21 年度から斎場の合計 38 施設について指定管理者制度を導

入した。平成 23 年度から別子山市民グラウンドを直営とし、平成 24 年度には

別子観光センターの指定を取消した。平成 25 年度から慈光園に指定管理制度を

導入しており、平成 26 年度からは、くすのき園を民営化、新居浜駅前駐輪場、

別子山市民グラウンドに指定管理者制度を導入する予定であることから、最終
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的には、平成 26 年度には 38 施設が指定管理者制度を導入することになる。 

 

 

指定管理者制度が導入されてから 9 年が経過しており、指定管理者の選定方

法、指定管理者の実施した業務のモニタリング、利用者の満足度調査の検証、

現場への反映、指定管理者制度導入による効果の測定など、その運用状況につ

いて評価、見直しを行う必要がある。 

平成 26 年 3 月末で指定期間が終了する施設について、平成 26 年度からの再

指定に向けて、各施設の担当課は、これまでの実績の検証を再指定後の業務の 

改善に生かし、市民サービスの質の更なる向上に向けて再度見直していく必要

がある。 

また、利用時間区分の見直しや利用者の満足度調査の結果、監査の指摘事項

等を次期の再指定に反映させる事についても、次回の仕様書等に追加する等、

再度具体的に検討する必要がある。 

指定管理者には施設の管理権限そのものを委ねることになるが、市の設置者

責任（当事者意識）が希薄化し、指示・監督が不十分となるおそれがあるため

その点についても十分留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 施設名 施設数 累計 

平成 16 年度から くすのき園 1 施設  

平成 18 年度から 総合福祉センター等 36 施設 37 施設 

平成 21 年度から 斎場 1 施設 38 施設 

平成 23 年度から 別子山市民グラウンド直営へ △1施設 37 施設 

平成 24 年度から 別子観光センター指定取消し △1施設 36 施設 

平成 25 年度から 慈光園 1 施設 37 施設 

平成 26 年度から くすのき園民営化予定 △1施設 36 施設 

新居浜駅前駐輪場 

別子山市民グラウンド 
2 施設 38 施設 
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５ PDCA サイクルのイメージ 

 

 

 

PlanPlanPlanPlan（公募・選定）（公募・選定）（公募・選定）（公募・選定）    

DoDoDoDo（管理の実施）（管理の実施）（管理の実施）（管理の実施）    

ChChChCheckeckeckeck（モニタリング・評価）（モニタリング・評価）（モニタリング・評価）（モニタリング・評価）    

ActionActionActionAction（業務の改善）（業務の改善）（業務の改善）（業務の改善）    

モニタリング：指定管理者が定められた水準のサービスを提供して

いるか、日常的、継続的に確認するもの 

評価：施設の設置目的に基づき、サービス提供に対する価値判断を

行うもの 
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平成 26 年 4 月から指定管理者制度を導入するための大まかな事務の流れ 

【導入の作業スケジュールを参照】 

 

6 月～7月 

検討項目 

◆指定管理者制度を継続するかどうか。 

◆継続する場合、公募か非公募か。 

各担当課で検討後、今後の方針今後の方針今後の方針今後の方針を市長決裁【各課で部長までの回議後、庁議

での検討を経て、総務課で一括して市長決裁】 

 

留意点 

◆指定管理者制度の趣旨にのっとり、候補者の選定については原則公募原則公募原則公募原則公募。そ

の専門性、継続性等の問題から非公募がふさわしいと判断する施設がある

場合は、その理由付けを明確にする。市民への説明責任を果たし、公平、

公正に候補者を決定する必要がある。 

◆指定管理者の選定については、施設担当課において、前回の事業報告書の

検証や満足度調査の結果等を踏まえて、十分検討し、今後の方針を決定す

る。 

◆継続の場合は、前回の評価等を踏まえて、仕様書等の内容もよく再確認し、

次回に反映すべき点があれば反映させる。 

 

（１）指定の手続 

指定管理者の指定は行政処分の一種であり、契約ではない。したがって、

地方自治法第 234 条の契約に関する規定の適用はなく、同法に規定する「入

札」の対象とはならない。指定の手続としては、申請の方法や選定基準等を

定めるものとし、指定の申請に当たっては複数の申請者に事業計画書を提出

させるとともに、選定する際の基準として次のような事項を定め、最も適切

な管理を行うことができるものを選定することが望ましい。 

 

ア 住民の平等利用が確保されること。 

イ 事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経

費の縮減が図られるものであること。 

ウ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力、人的能力を有して

いること。 

（２）指定管理者が行う管理の基準 

管理の基準は、住民が当該公の施設を利用するに当たっての基本的な条件
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（休館日、開館時間、使用許可の基準、使用制限の要件等）を指す。 

（３）業務の範囲 

指定管理者が行う管理の業務についてその具体的範囲を規定するもので

あり、使用の許可まで指定管理者の業務として含めるかどうかを含め、施設

の維持管理等の範囲を各施設の目的や態様等に応じて設定する。 

（４）その他必要な事項 

  公の施設の目的や態様等に応じ、必要な事項を定める。 

指定管理者が当該公の施設の管理を行う権限自体は、条例に基づく指定と

いう行為によって生じるものであって、別に契約を結ぶことは不要であるが、

管理の基準や業務の範囲等条例で定める事項のほか、事業報告書の提出期限、

委託料の額、委託料の支払方法、施設内の物品の所有権の帰属等の管理業務

の実施に当たっての詳細な事項については、別途協定を締結する。 

（５）指定期間 

指定期間については、施設で実施する事業内容に応じた適切な期間設定が

必要。そのため、最終的には個々の施設の実態に合わせ定めるが、基本的に

は、非公募非公募非公募非公募３年３年３年３年、公募、公募、公募、公募５年５年５年５年とする。 

   

 １ 導入、継続に向けての留意事項 

（１）当該団体の指定理由について 

審査結果だけでなく、担当課として、どう総合的に判断したのか適切な理

由説明が必要。特に非公募により選定した施設においては、適切な非公募の

理由説明が必要である。 

（２）管理経費について 

管理経費は申請金額を原則尊重すべきであるが、予算制約も考えられるた

め、担当課において適正な運営経費を算出しておく必要がある（年度協定）。 

＊印紙税については、印紙税法第 2条で「別表第一の課税物件の欄に掲げ

る文書には、この法律により印紙税を課する」と規定されており、課税文書

かどうかの判断は、指定管理に関する協定書を「請負」とみなすか「委任」

とみなすかの問題となる（「委任」とみなすと非課税文書となり印紙は必要

ない。）。その判断は、各税務署において案件ごとに審査した上で行われるも

のであり、指定管理者の協定書＝一律非課税文書という訳ではない。よって、

個々の案件ごとに税務署に確認する方が、間違いがない。  

 

 

 

 

【参考】請負契約請負契約請負契約請負契約と委任契約委任契約委任契約委任契約について 

 請負契約請負契約請負契約請負契約とは、「仕事の完成」を目的とした契約のことであり、「仕事

の完成」という結果に対して責任を負うものである。 

 委任契約委任契約委任契約委任契約とは、「一定の行為」の遂行を目的とした契約のことであり、

行為という過程について責任を問うものである。 
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（３）債務負担行為について 

指定期間が複数年度にわたる場合には、債務負担行為を設定する必要があ

る。 

（４）物品の所有権について 

指定管理者が購入した物品については、協定書等で特に定めがある場合を

除き、指定管理者の所有となる。 

（５）剰余が生じた場合の返還について 

指定管理者の経営努力により、ある程度の利益が生じた場合は返還させな

い取扱いとし、過大な剰余が生じる場合は返還させる取扱いとすることもで

きる。例えば、修繕費用のような臨時的経費で大幅な剰余金が生じたものは

返還するといった内容も協議の上、定めることも可能である。 

このような場合は、協定書での規定が必要となる。 

（６）利用料金制 

市が条例で定める施設の利用料金の範囲内で指定管理者が料金を定めら

れるようにし、利用料金を自らの収入とすることで、運営に一定の自由度を

与え、指定管理者の意欲やノウハウを活かし、より一層の住民サービスの向

上や経費の削減ができる可能性がある。 

このため、相当額の料金収入があり、サービスの向上が期待できるなど効

果が認められる施設については、利用料金制の導入を検討する必要がある。

導入する場合は条例改正が必要となる｡ 

（７）個人情報の保護 

指定管理者制度では管理権限が委任されるため、指定管理者は市と同等に

個人情報保護を図る必要がある。このため、個人情報の事故防止に関する保

護措置の規定を協定に盛り込むとともに、指定管理者に対し、個人情報保護

に関する具体的な体制の整備を求める必要がある。 

特に平成19年度に改正した新居浜市個人情報保護条例により、正当な理由

がなく、個人の秘密に関する事項が記録されたものを提供した場合等、罰則

が適用される場合があることも説明する。 

（８）情報の公開 

  指定管理者は、新居浜市情報公開条例の趣旨にのっとり、施設の管理に関

する情報の公開について、必要な措置を講じる必要がある。 

（９）苦情の対応 

   指定管理者が実施する業務に関し、市民からの苦情等の発生に対処する

仕組みが必要である。 

（10）利用者や第三者への賠償 

   指定管理者としての注意義務を怠ったこと等により、利用者や第三者に
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損害を与えた場合への備えとして、指定管理者は管理業務に対する保険加

入が必要となる。 

（11）災害時の対応 

災害時における対応として、待機、連絡体制の確保、被害の調査・報告、

応急措置等が必要となる。 

（12）指定管理者の継続的評価 

指定管理者による管理の実施状況については、当初の提案内容どおりに実

施されたか、それにより適切な住民サービスが提供されているかなどを継続

的に評価する必要があり、担当部課において施設の特性に応じた評価方法等

を検討する必要がある。 

（13）事業内容等の点検 

   指定管理者によるサービス水準と適正な運営の確保を確実なものとする

ため、事業報告書提出の他、随時に事業実施内容の点検ができるよう決め

ておく必要がある。 

（14）指定期間の終了 

指定管理者は、指定期間終了時に、次の指定管理者が円滑に業務を遂行で

きるよう引継ぎを行うとともに、施設を原状に回復する必要がある。 

  (15)１団体のみが応募した場合の取扱い 

   現在の指定管理者等１団体のみが応募した場合でも、基本的には有効だ

が、当該指定管理者に対する実績評価が低い場合や、選定時の事業計画者

等の評価が低いような場合も想定される。 

   したがって、募集要項に「他の応募者がいない場合でも、最低制限基準

に満たない場合は選定されず、再度応募を行う。」旨を記載し、選定委員会

であらかじめ最低制限基準を設けることとする。 

（16）複数の法人等でグループを構成して申請する場合についても検討し、

募集要項に記載しておく。 

 

２ 設置管理条例、規則等の再確認 

 条例、規則等については、前回導入時に見直しや改定を行っており、その条

例や施行規則に基づいた指定がされているが、再指定に際しては、内容につい

て再度確認し、条例、規則の改正等の必要性についても検討すること。 

 

３ 候補者の選定について 

候補者の選定については、平成 17 年度は初回で、20 年度は初めての更新時

期であり、時間も限られていたため、一括して候補者選定委員会を設置したが、

指定管理者制度導入の本来の目的である「住民サービスの向上」「経費の節減、
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効率的な活用等」を図ることができる管理者を選定するためには、施設の設置

目的に即し、利用者に対するサービスの向上が図られているか、利用促進への

取組や施設の適切な維持管理が図られているか等は各施設が個別に選定しな

ければ、適切な指定管理者を選定できない懸念がある。 

  今後も一括して候補者選定委員会を設置する方向になるなら、各施設に最

適の選定基準や利用者の声を選定に反映させる方法等について、さらに検討

していく必要がある。 

 

 

選定基準 

 ○指定管理者の選定に当たっての基本的な基準 

（１）住民の平等な利用が確保されること。 

（２）施設の設置目的に照らし施設の効用を最大限に発揮するとともに、施設

の管理経費の縮減が図られるものであること。 

（３） 施設の管理を安定的に行うために必要な経理的基礎及び技術的能力を

有すること。 

（４） 施設の適正な管理に支障を及ぼすおそれがないこと。 

（５） その他施設の性質、設置目的等に応じて特に定める必要がある基準 

 

選定方法 

上記選定基準に基づき、申請団体からの事業計画書等を総合的に考慮し、最 

も適当であると認められる内容の指定申請を行った法人等を指定管理予定者 

として選定する。 

 

（１） 選定に際しては、外部の有識者及び施設担当委員等で構成する選定委員

会を設置 

（２） 担当課は、選定基準に基づき、各施設の性質・事情等に応じた独自の具

体的な選定項目（利用者サービスの向上に向けた取組、利用者の意見・

要望等を反映させる仕組み、施設の目的を達成させるための専門性や技

術の有無、業務を行うための適正な実施体制、緊急時の対応等）の設定

を行う。その際は、指定管理者制度の趣旨を踏まえ、施設の目的達成、

サービスの向上や管理経費の縮減が図られることが前提であり、基準の

設定や配点については十分検討する必要がある。 

（３） 指定管理者の選定方法については、選定委員会で判断すべき事項である

が、選定の客観性や透明性を高める工夫が必要 

（４） 申請団体における環境への取組姿勢や就職困難者等の雇用の取組など
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についても配慮する。 

 

○募集要項等の見直し 

 ・前回作成した募集要項についても現状に応じた見直しが必要 

  ・複数の法人等でグループを構成して申請する場合への対応 

 

8 月 

募集要項等の配布開始 

・市政だより等で公募のお知らせ（8月 1日～9月 2日） 

 （市政だより掲載原稿は 6月 20 日締切り：総務課取りまとめ） 

・ホームページから募集要項等の閲覧 

・応募受付（8月 23 日～9月 2日） 

（指定管理者候補者選定委員会設置） 

 

9～10 月 

・経営状況診断委託（総務課取りまとめ） 

・指定管理者候補者選定委員会において候補者の選定（9月～10 月中旬） 

・候補者の決定（10 月中旬頃） 

・予算措置（25 年度及び指定期間） 

 

10～11 月 

・指定管理者の指定の議案上程準備 

 

12 月 

・ 指定管理者の指定の議案上程 

 （議会の議決） 

・指定管理者の指定の告示 

市議会において「指定管理者の指定議案」が議決されれば、手続条例の規

定に基づき、各施設所管部課において指定管理者を指定する決裁を受け、告

示する。 

 

26 年 1～3 月 

・協定の締結 

指定管理者の指定及び告示の手続が実施されれば、仕様書や事業計画書に

基づき、指定管理者への委託費の支払や管理の細目等について協定を締結す

る。 
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協定の締結に際して、経費を複数年度あらかじめ確定しておくことは、財

政的に安定するというメリットがあるが、反面状況変化に対応できないとい

うデメリットもある。そのため、包括的な指定期間にわたる基本協定と、経

費の詳細などを定める単年度協定とに分けて定め、両方の協定を締結する。 

 

・事務の引継ぎ等 

 

26 年 4 月～ 

指定管理者制度の開始、継続 

 

４ 指定の取消しについて 

 新居浜市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第10条第

1項の規定に基づき、指定管理者の責めに帰すべき事由により当該指定管理者

による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消

し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることが

できる。 

 ＊取消しの事由を基本協定等に規定（以下参考例） 

 （１）指定管理者が市の指示に従わない場合 

 （２）改善勧告を受けた場合において、改善を行う意思がないと認められ

る場合 

 （３）同一理由により、複数回の改善勧告が出された場合 

 （４）法令等に違反し、指定管理者としてふさわしくないと認められる場

合 

 （５）公の施設の適正な管理に重大な支障が生じる又は生じるおそれがあ

る場合 

５ 指定取消し等の手続 

 指定取消し等の実施に当たっては、取消し等に至った原因、市民・利用者

への影響、処分実施後の当該施設の管理運営方法等を考慮した上で、処分の

内容・実施時期等を決定する。 

 処分の実施に当たっては、本市の行政手続条例に基づき、理由の提示や聴

聞等の手続が必要である。 

 

６ 指定管理者の事業放棄、撤退、倒産等への対応 

 所管課は、指定管理者の事業放棄、撤退、倒産等により、指定管理業務を

行わせることが不可能な状況となった場合、直ちに新たな指定管理予定者の

選定作業に着手するものとする。 
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 この場合、当該施設の供用休止も想定されるものの、継続的なサービスの

提供に最大限留意し、一時的な直営による業務委託又は非公募による業者選

定を行えるように条例改正を検討する等、できる限り供給休止の回避に努め

るものとする。 

 



５月 ◎担当課説明会

６月（議会）

◎施設の設置管理条例施行規則の確認（担当課）
◎候補者選定委員会設置（総務課）
○委員の選定、推薦依頼、決定
○経営状況診断委託準備（四国税理士会新居浜支部へ依頼）
◎候補者の選定基準などの見直し検討（担当課）

市政だより８月号原稿締切り（6/20）
・今後の方針を決定（総務課経由市長決裁）

７月

庁議報告庁議報告庁議報告庁議報告 ◎全庁的な平成２５年度の方針決定

８月
指定管理者の指定管理者の指定管理者の指定管理者の
公募公募公募公募
(8/1～9/2)(8/1～9/2)(8/1～9/2)(8/1～9/2)

　

　

平成２５年度指定管理者制度の作業スケジュール

月 具体的な作業内容項目

９月（議会）

候補者の経営状況候補者の経営状況候補者の経営状況候補者の経営状況
診断診断診断診断
候補者選定委員会候補者選定委員会候補者選定委員会候補者選定委員会
開催開催開催開催

　

１０月 候補者の決定候補者の決定候補者の決定候補者の決定

◎次年度予算措置

１１月 指定の議決準備
　

１２月（議会） 指定の議決指定の議決指定の議決指定の議決

◎指定管理者の指定の議案の上程
◎指定管理者の指定の告示

平成２６年１
月～

協定の締結準備協定の締結準備協定の締結準備協定の締結準備
◎協定の締結準備

平成２６年
　３月３１日

　

◎平成２５年度の事業報告書提出
◎満足度調査の内容確認

平成２６年
　　４月１日

新たな指定管理者制度の開
始、継続

※適正な管理運営の確保
　　○毎年度終了後、事業報告書提出
　　○翌年度の事業計画書の提出
　　○利用者の声の聴取等管理の実態把握
　　○必要に応じて指導などの実施



　 施　　設　　名 指定管理者 指定期間

1 新居浜市総合福祉センター

2 新居浜市総合福祉センター別子山分館

3 新居浜市障がい者福祉センター

4 新居浜市立中央児童センター

5 新居浜市立川東児童センター

6 新居浜市立瀬戸児童館

7 新居浜市立上部児童センター

8 新居浜市立上部高齢者福祉センター

9 新居浜市立川東高齢者福祉センター

10 新居浜市立川西高齢者福祉センター

11 新居浜市立女性センター

12 新居浜市立働く婦人の家

13 新居浜市斎場 株式会社フロンティアサービス四国
H21.4.1～H24.3.31（3年）
H24.4.1～H29.3.31（5年）

14 新居浜市商業振興センター
新居浜商工会議所
新居浜商店街連盟

H18.4.1～H21.3.31（3年）
H21.4.1～H24.3.31（3年・利用料金制度）
H24.4.1～H27.3.31（3年・利用料金制度）

15 西原中須賀駐車場 公益社団法人新居浜市シルバー人材センター
H18.4.1～H21.3.31（3年）
H21.4.1～H26.3.31（5年）

16 新居浜市市民文化センター

17 新居浜市文化振興会館

18 新居浜市銅山の里自然の家

19 新居浜市営サッカー場

20 新居浜市営野球場

21 新居浜市山根市民グラウンド

22 新居浜市市民テニスコート

23 新居浜市山根公園テニスコート

24 新居浜市東雲市民プール

25 新居浜市山根公園屋内プール

26 新居浜市武徳殿

27 新居浜市弓道場

28 新居浜市重量挙練習場

29 新居浜市市民体育館

30 新居浜市山根総合体育館

31 新居浜市多喜浜体育館

32 新居浜市東雲競技場

33 新居浜市森林公園ゆらぎの森
有限会社悠楽技（H25.3清算結了）
森実運輸株式会社

H18.4.1～H21.3.31（3年・利用料金制度・
非公募）
H21.4.1～H23.3.31（2年・利用料金制度・
非公募）
H23.4.1～H24.6.30（3年・利用料金制度・
非公募）
H24.7.1～H27.3.31（2年9か月・利用料金
制度・公募）

34 新居浜市別子山ふるさと館

35 新居浜市別子山市民プール

36 新　新居浜市別子山市民グラウンド

37 新居浜市立慈光園 社会福祉法人三恵会 H25.4.1～H28.3.31

38 新　新居浜駅前駐輪場 H26.4.1～

平成２６年度より民営化予定

新居浜市立くすのき園 社会福祉法人わかば会
H16.4.1～H21.3.31（5年）
H21.4.1～H26.3.31（5年）

財団法人新居浜市文化体育振興事業団
有限会社悠楽技（H25.3清算結了）
別子校区連合自治会

H18.4.1～H21.3.31（3年・非公募）
H21.4.1～H23.3.31（2年・非公募）
H23.4.1～H26.3.31（3年・公募）

財団法人新居浜市文化体育振興事業団
H18.4.1～H21.3.31（3年・非公
募）
H21.4.1～H26.3.31（5年）

平成25年度指定管理者制度導入施設及び26年度新規導入施設                    　　　                    

社会福祉法人新居浜市社会福祉協議会
H18.4.1～H21.3.31（3年・非公募）
H21.4.1～H26.3.31（5年）

社会福祉法人新居浜市社会福祉協議会
H18.4.1～H23.3.31（5年）
H23.4.1～H28.3.31（5年）

社会福祉法人新居浜市社会福祉協議会
H18.4.1～H23.3.31（5年）
H23.4.1～H28.3.31（5年）

財団法人新居浜市文化体育振興事業団
H18.4.1～H21.3.31（3年）
H21.4.1～H26.3.31（5年）



平成25年度指定管理者総括表

指定
期間

公募
非公募

指定管理者
更新の
有無

指定
期間

公募・
非公募

利用料金
制導入

その他改善点

H20年度 87,953,000
H25年度 97,445,000
差額 9,492,000
H20年度

H25年度

差額

H20年度 32,936,000

H25年度 29,108,000

差額 -3,828,000

H20年度 28,185,000

H25年度 28,163,000

差額 -22,000

H20年度

H25年度

差額

H20年度 1,868,800

H25年度 2,144,115

差額 275,315

H20年度

H25年度 7,958,504

差額 7,958,504

－ －

2年

－

5年 公募

社会福祉法人
新居浜市
社会福祉協議会

5年 公募

公益社団法人
新居浜市
シルバー人材セン
ター

5年 公募
財団法人
新居浜市文化体育
振興事業団

－

西原中須賀駐車場

新居浜駅前駐輪場
（新規）

都市計画課建設部

・職員の研修等を引き続き行い、資
質の向上に努める。
・施設、器具の破損個所の早期発
見、修繕によるサービスの向上。

・職員の研修等を引き続き行い、資
質の向上に努める。
・障がい者作業訓練所を地域活動支
援センターに移行し、障がい者の社
会参加促進に努める。
・施設の土足化に伴うメンテナンス業
務を追加する。

・子育て世代や若年有職女性のセン
ター利用促進
・再就職援助事業履修者のための雇
用関係機関との連携
・「予防保全」型の施設設備管理の検
討

人件費等の経費の削減を図る。
管理業務が複雑多岐にわたるため、
継続管理することで、業務の効率化
を図る。

時間貸しの減少に歯止めがかからな
い場合は施設の廃止も含めて検討
する必要がある。
継続する場合には料金改定が必要。

無公募

有 5年

5年 公募

有

市民が利用しやすい取り組み
　　・利用件数（4,387件から4,597件）
　　・センター主催事業の増
　　　　　　　　　（41事業から48事業）
　　・女性自主グループ活動援助
　　　　（年間650件の使用料の減免）
センター職員資質の向上
　　・利用者満足度
　　　　　　(5段階評価の4,5が75%)

地域福祉課

・利用者数は安定的に推移しており、
福祉施設として安定した運営となって
いる。
・児童発達支援事業をH24年度から指
定管理者が行う管理業務とすることに
より、きめ細かなサービスが行えるよう
になった。

有

無

無

(上記に含まれる）

時間貸しの急激な減少に伴い、使用料
収入全体では減っているが、経営努力
により定期駐車台数は増加している。

有

5年

障がい者福祉センター

福祉部

市民部 男女共同参画課 公募

女性センター

働く婦人の家

5年 公募

担当課

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　状

所管部局 施設名

(上記に含まれる）

・利用者数は安定的に推移している
が、平成24年度に関しては施設の改
修があったため、若干落ち込んでい
る。
・平成24年の施設改修及び制度改正
に伴う新規事業（相談支援）の開設に
より、より利用者の希望に即したきめ
細かなサービスを提供することができ
るようになっており、また、経費の節減
にもつながっている。

総合福祉センタ―

総合福祉センター
別子山分館

社会福祉法人
新居浜市
社会福祉協議会

今　後　の　方　針

経費削減の状況 住民サービスの向上

無公募2年

無公募



指定
期間

公募
非公募

指定管理者
更新の
有無

指定
期間

公募・
非公募

利用料金
制導入

その他改善点
担当課

現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　状

所管部局 施設名

今　後　の　方　針

経費削減の状況 住民サービスの向上

H20年度 116,819
H25年度 121,733
差額 4,914
H20年度 7,143
H25年度 7,788
差額 645
H20年度 15,034
H25年度 15,107
差額 73
H20年度 17,086
H25年度 18,850
差額 1,764
H20年度 18,844
H25年度 21,670
差額 2,826
H20年度 44
H25年度 228
差額 184
H20年度 4,488
H25年度 4,877
差額 389
H20年度 1,611
H25年度 2,223
差額 612
H20年度 23,833
H25年度 23,307
差額 -526
H20年度 37,044
H25年度 37,213
差額 169
H20年度 1,161
H25年度 1,044
差額 -117
H20年度
H25年度
差額
H20年度
H25年度
差額
H20年度 48,959
H25年度 58,879
差額 9,920
H20年度 40,142
H25年度 42,709
差額 2,567
H20年度 7,536
H25年度 8,417
差額 881
H20年度 2,184
H25年度 3,014
差額 830
H20年度 2,930
H25年度 3,479
差額 549
H20年度 641
H25年度 1,079
差額 438
H20年度 416
H25年度 450
差額 34
H20年度 345,915
H25年度 372,067
差額 26,152

別子山ふるさと館他２施設は、地域
性を考慮するとともに、一体的な管理
運営を行うため、一括して５年間指定
管理を行いたい。

市民サービスの向上面では成果が
認められるため、引き続き指定管理
者制度を継続する。対象施設は、施
設相互の連携や効率的な運営を考
慮して、文化体育を合わせた１７施設
を一括して５年間指定管理を行う。

－

別子校区連合自治会３　年 公募 地域性を生かした管理運営体制と
なっており、特に、地域外からの利
用者に対しては適切な地元情報を
提供する等濃やかな対応が可能と
なっている。

一体的な管理運営により、情報の共有
化が図られ、効率的な利用者サービス
に結びついている。
文化施設、体育施設における利用者
数は、大規模なイベント実施による利
用者数の増加を除けば、通年安定した
利用者数で推移している。なお、２６年
度以降にも施設の一部で耐震補強工
事を実施するため、この間は休館予定
としている。

公募

公募

別子山市民グラウン
ド（新規）

スポーツ
文化課

教育
委員会

５　年 公募 財団法人
新居浜市文化体育
振興事業団

市民文化センター

文化振興会館

銅山の里自然の家

市営サッカー場

市営野球場

山根市民グラウンド

市民テニスコート

山根公園テニスコート

東雲市民プール

武徳殿

山根公園屋内プール

弓道場

３　年

５　年

(上記に含まれる）重量挙練習場

市民体育館

山根総合体育館

多喜浜体育館

東雲競技場

別子山ふるさと館
無

無

別子山市民プール

有

有

教育委員会合計

(上記に含まれる）


